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(57)【要約】
【課題】像担持体となる感光体の摩耗量を確実に把握す
ることができ、寿命時まで安定した画像を得ることがで
きる画像形成装置を提供する。
【解決手段】静電潜像を担持する感光体１１と、感光体
１１に接触又は近接して配設されて、感光体１１表面を
帯電する帯電装置２０と、感光体１１表面を露光し、静
電潜像を書き込む露光装置１２と、感光体１１表面に形
成された潜像にトナーで可視像化する現像装置３０と、
感光体１１表面の可視像を中間転写ベルト６１に転写す
る転写装置６０と、転写装置６０の下流に配設されて、
感光体１１表面のトナーをクリーニングするクリーニン
グ装置４０と、を備え、クリーニング装置４０から搬送
された廃トナーを回収する廃トナー回収容器４４を備え
、かつ、廃トナー回収容器４４内の廃トナー量を検知す
る廃トナー量検知手段４６を設けて、感光体１１の摩耗
量を推定する。
【選択図】　　　図１０
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　静電潜像を担持する像担持体と、
　該像担持体に接触又は近接して配設されて、該像担持体表面を帯電する帯電装置と、
　該像担持体表面を露光し、静電潜像を書き込む露光装置と、
　該像担持体表面に形成された潜像にトナーで可視像化する現像装置と、
　該像担持体表面の可視像を被転写体に転写する転写装置と、
　該転写装置の下流に配設されて、前記像担持体表面のトナーをクリーニングするクリー
ニング装置と、を備える画像形成装置において、
　前記画像形成装置は、
　クリーニング装置から搬送された廃トナーを回収する廃トナー回収容器を備え、
　かつ、廃トナー回収容器内の廃トナー量を検知する廃トナー量検知手段を設けて、像担
持体の摩耗量を推定する
　ことを特徴とする画像形成装置。　
【請求項２】
　請求項１に記載の画像形成装置において、
　前記画像形成装置は、
　前記像担持体の推定した摩耗量に基づいて、画像形成の制御を変更する
　ことを特徴とする画像形成装置。　
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の画像形成装置において、
　前記画像形成装置は、
　前記像担持体の推定した摩耗量に基づいて、帯電装置に印加する電圧を変更する
　ことを特徴とする画像形成装置。　
【請求項４】
　請求項１ないし３のいずれかに記載の画像形成装置において、
　前記画像形成装置は、
　前記像担持体に非接触又は近接に配設された帯電装置に直流成分に交流成分を重畳した
バイアスを印加する場合、
　前記像担持体の推定した摩耗量に基づいて、交流成分の電流目標値を変更する
　ことを特徴とする画像形成装置。　
【請求項５】
　請求項１ないし４のいずれかに記載の画像形成装置において、
　前記画像形成装置は、
　前記像担持体の推定した摩耗量に基づいて、露光装置の出力を変更する
　ことを特徴とする画像形成装置。　
【請求項６】
　請求項１ないし５のいずれかに記載の画像形成装置において、
　前記画像形成装置は、
　前記像担持体の推定した摩耗量に基づいて、現像装置に印加する電圧を変更する
　ことを特徴とする画像形成装置。　
【請求項７】
　請求項１ないし６のいずれかに記載の画像形成装置において、
　前記画像形成装置は、
　前記像担持体の推定した摩耗量に基づいて、クリーニング装置の下流に配設される除電
装置への条件を変更する
　ことを特徴とする画像形成装置。　
【請求項８】
　請求項１又は２に記載の画像形成装置において、
　前記画像形成装置は、
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　前記像担持体の推定した摩耗量に基づいて、帯電装置、露光装置、現像装置、除電装置
および転写装置から少なくとも一つ以上の変更を行う
　ことを特徴とする画像形成装置。　
【請求項９】
　請求項１ないし８のいずれかに記載の画像形成装置において、
　前記画像形成装置は、
　少なくとも像担持体と帯電装置とクリーニング装置とを一体に支持していて、画像形成
装置本体に着脱可能なプロセスカートリッジを備えている
　ことを特徴とする画像形成装置。　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複写機、プリンター、ＦＡＸなどの画像形成装置に係り、詳しくは、像担持
体の膜厚の減少に伴う異常画像の発生を抑える画像形成装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年の電子写真方式の画像形成装置では、一般的に、像担持体として有機感光体（ＯＰ
Ｃ）が用いられている。この有機感光体の材料には樹脂が使用されており、比較的安価に
製造することができる。
　感光体の構造は、一般的に基材となるアルミニウム等の導電性の金属製の素管側から、
下引層、電荷発生層（ＣＧＬ）、電荷輸送層（ＣＴＬ）という積層型の構成を有している
。しかし、感光体の表層となるＣＴＬは、帯電による高電界がかかることや現像手段やク
リーニング装置に摺擦されることで摩耗していく。感光体が摩耗して、膜厚が薄くなると
感光体の表面電位の局部低下により、地肌汚れ等の異常画像が発生する。
　感光体の摩耗が進み感光体の膜厚が薄くなると露光後電位が上昇することで、画像が薄
くなるなど濃度が安定した画像が得られなくなる。また、接触又は近接での帯電方式では
、絶縁破壊による帯電不良などの異常画像となる。
　そこで、安定した画像を感光体の初期から寿命時まで提供するためには感光体の摩耗量
を的確に把握し、感光体の膜厚に応じた最適な作像条件にすることが必要である。
【０００３】
　これまで、感光体の摩耗量は画像面積率に大きく寄与することがわかった。これは、転
写手段で転写し切れなかったトナーが感光体に残留し、クリーニング装置で回収されるが
、クリーニング装置に入力されたトナーが研磨剤として働き、感光体の摩耗を促進してい
ると考えられる。
　よって、クリーニング装置に入力されるトナー量が感光体摩耗への寄与率が大きいとな
る。また、複数の現像装置をもつタンデム型の画像形成装置などは、一度転写手段に転写
されたトナー像が一部下流の現像装置の感光体へトナーが感光体側に転写される逆転写と
いう現象があり、クリーニング装置に入力されるトナー量は、画素情報だけでは正確では
ない。そこで、感光体の摩耗量をより確実に予測することができるので感光体の寿命まで
無駄なく使用するために、クリーニング装置に入力されたトナー量を把握することができ
れば、感光体の摩耗量を確実に把握する必要がある。
　感光体の寿命時まで、異常画像が発生しない画像形成装置およびプロセスカートリッジ
を提供することである
【０００４】
　したがって、上記必要性のために、例えば、特許文献１では、像担持体に流れる電流の
測定による像担持体の膜厚測定時、像担持体に当接している部材の少なくとも１つを像担
持体から離間する像担持体の膜厚測定方法が開示されている。しかし、感光体を離間させ
る必要があり、そのためにカムやモータが必要になり画像形成装置も大きくなってしまう
という不具合がある。
　また、特許文献２では、複数の層が積層されてなる表面層を有する交換自在なトナー像
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担持体を備え、前記表面層は、前記トナー像担持体の累積回転数の増加に伴い前記複数の
層のうち表面側にある層から順次摩耗していくものであり、互いに隣合う層では、前記ト
ナー像担持体の累積回転数に対する層厚の減少割合が異なるものであって、この画像形成
装置はさらに、前記トナー像担持体の累積回転数に対する前記表面層における層厚の減少
割合が変化したことを検出する変化検出部と、前記変化検出部の検出結果に基づいて、前
記トナー像担持体の交換時期を検知する交換時期検知部を有する画像形成装置が開示され
ている。しかし、帯電部材は周囲環境や帯電部材の汚れ具合によって、正確なインピーダ
ンスを測定することが難しいので、感光体膜厚量の誤差が大きくなるという不具合がある
。
　なた、引用文献３では、感光体の稼働量を計測する計測手段と、前記感光体の積算稼働
量を演算する演算手段と、該演算手段によって演算された積算稼働量を記憶する第１の記
憶手段と、前記感光体の摩耗寿命限度を記憶する第２の記憶手段と、前記第１の記憶手段
が記憶する積算稼働量と前記第２の記憶手段が記憶する摩耗寿命限度とを比較して前記感
光体の摩耗寿命を判断する判断手段と、温度検出器と湿度検出器のうちの少なくとも一方
を有する環境検出手段と、を備え、前記演算手段は、前記計測手段に基づく稼働量情報と
前記環境検出手段に基づく環境情報とから前記感光体の積算稼働量を算出する画像形成装
置が開示されている。しかし、タンデム型の場合は特に下流の画像形成部には逆転写トナ
ー量の影響が大きく、画像情報だけでは、正確に感光体摩耗を把握することが難しいとい
う不具合がある。
【０００５】
　また、特許文献４では、像担持体と、前記像担持体を帯電する帯電手段と、前記帯電手
段に流れる帯電電流の電流検知手段を備えた画像形成装置において、初期状態からの帯電
電流の変化量から前記像担持体の摩耗量を検知し、前記摩耗量に応じて前記帯電電流の制
御目標値を変化させる変化手段を有する画像形成装置が開示されている。しかし、帯電手
段に流れる電流は周囲環境の影響を受けやすく電流値が変化しやすいことから、感光体の
摩耗量を正確には判断しにくいという不具合がある。
　また、特許文献５では、上記感光体の駆動トルクを測定するトルク測定手段と、感光体
の回転量を測定する回転量測定手段と、上記トルク測定手段の測定値と上記回転量測定手
段の測定値とに基づいて感光体の摩耗量を推定する摩耗量推定手段と、推定された上記摩
耗量に基づいて画像形成の制御系を補正する制御系補正手段とを有する画像形成装置が開
示されている。しかし、感光体のトルクは、現像手段やクリーニングブレード、転写手段
の影響を大きく受けることから、トルク配分が異なることから、感光体のトルクだけを正
確に判断することは難しいという不具合がある。
　また、特許文献６では、帯電器から前記像担持体に印加される前記電圧の印加条件と当
該像担持体のサイクル数とを把握する使用状態把握手段と、前記使用状態把握手段により
把握された前記印加条件と前記像担持体の過去における使用履歴とから当該像担持体の寿
命係数を決定する寿命係数決定手段と、前記寿命係数決定手段により決定された前記寿命
係数と前記像担持体の前記サイクル数とに基づいて当該像担持体の寿命を算出する寿命積
算量算出手段とを備えた画像形成装置が開示されている。しかし、感光体のサイクル数か
ら感光体の摩耗量を換算しているが、画像面積率などの影響も大きくうけることから、正
確に摩耗量を判断することはできないという不具合がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　そこで、本発明は上記問題点に鑑みてなされたものであり、その課題は、像担持体とな
る感光体の摩耗量を確実に把握することができ、寿命時まで安定した画像を得ることがで
きる画像形成装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決する手段である本発明の特徴を以下に挙げる。
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　本発明の画像形成装置は、静電潜像を担持する像担持体と、該像担持体に接触又は近接
して配設されて、該像担持体表面を帯電する帯電装置と、該像担持体表面を露光し、静電
潜像を書き込む露光装置と、該像担持体表面に形成された潜像にトナーで可視像化する現
像装置と、該像担持体表面の可視像を被転写体に転写する転写装置と、該転写装置の下流
に配設されて、前記像担持体表面のトナーをクリーニングするクリーニング装置と、を備
える画像形成装置において、クリーニング装置から搬送された廃トナーを回収する廃トナ
ー回収容器を備え、かつ、廃トナー回収容器内の廃トナー量を検知する廃トナー量検知手
段を設けて、像担持体の摩耗量を推定することを特徴とする。　
　また、本発明の画像形成装置は、さらに、前記像担持体の推定した摩耗量に基づいて、
画像形成の制御を変更することを特徴とする。　
　また、本発明の画像形成装置は、さらに、前記像担持体の推定した摩耗量に基づいて、
帯電装置に印加する電圧を変更することを特徴とする。　
　また、本発明の画像形成装置は、さらに、前記像担持体に非接触又は近接に配設された
帯電装置に直流成分に交流成分を重畳したバイアスを印加する場合、前記像担持体の推定
した摩耗量に基づいて、交流成分の電流目標値を変更することを特徴とする。　
　また、本発明の画像形成装置は、さらに、前記像担持体の推定した摩耗量に基づいて、
露光装置の出力を変更することを特徴とする。　
　また、本発明の画像形成装置は、さらに、前記像担持体の推定した摩耗量に基づいて、
現像装置に印加する電圧を変更することを特徴とする。　
　また、本発明の画像形成装置は、さらに、前記像担持体の推定した摩耗量に基づいて、
クリーニング装置の下流に配設される除電装置への条件を変更することを特徴とする。　
　また、本発明の画像形成装置は、さらに、前記像担持体の推定した摩耗量に基づいて、
帯電装置、露光装置、現像装置、除電装置および転写装置から少なくとも一つ以上の変更
を行うことを特徴とする。　
　また、本発明の画像形成装置は、さらに、少なくとも像担持体と帯電装置とクリーニン
グ装置とを一体に支持していて、画像形成装置本体に着脱可能なプロセスカートリッジを
備えていることを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　上記課題を解決する手段である本発明の画像形成装置によって、感光体の膜厚が薄くな
ることで、画像濃度が薄くなり、残像や帯電装置による異常放電による異常画像が発生し
やすくなった場合でも、感光体の摩耗量に応じて最適な条件を判断し、寿命時まで定した
画像を提供することができるという特有の効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の実施の形態である画像形成装置の全体構成を示す断面図である。
【図２】像担持体周りの構成を示す断面図である。
【図３】廃トナー量と感光体摩耗量との関係を示すグラフである。
【図４】各作像ユニットの廃トナー量とそれぞれの感光体の摩耗量を示すグラフである。
【図５】作像ユニットの廃トナー量と感光体摩耗量との関係を示すグラフである。
【図６】作像ユニットの廃トナー量とそれぞれの感光体の摩耗量を示すグラフである。
【図７】本発明の画像形成装置が用いる廃トナー量検知手段の構成を示す図である。
【図８】本発明の画像形成装置が用いる廃トナー量検知手段の動作を説明する図であり、
（ａ）は、廃トナーが廃トナー回収容器に無い状態であり、（ｂ）は受光部に光が届かな
い状態の図である。
【図９】本発明のタンデム型画像形成装置が用いる廃トナー量検知手段の構成を示す図で
ある。
【図１０】本発明の画像形成装置における制御を示すブロック図である。
【図１１】感光体のＣＴＬ膜厚と露光後電位との関係を示すグラフである。
【図１２】感光体のＣＴＬ膜厚と露光後電位との関係を示すグラフである。
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【図１３】レーザ光の出力を変更したときの、感光体のＣＴＬ膜厚と露光後電位との関係
を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下に、本発明を実施するための最良の形態を図面に基づいて説明する。なお、いわゆ
る当業者は特許請求の範囲内における本発明を変更・修正をして他の実施形態をなすこと
は容易であり、これらの変更・修正はこの特許請求の範囲に含まれるものであり、以下の
説明はこの発明における最良の形態の例であって、この特許請求の範囲を限定するもので
はない。
【００１１】
　以下に本発明を実施するための最良の形態を、図に示す実施例を参照して説明する。な
お以下では、画像形成装置として、タンデム方式を採用したフルカラー画像を形成可能な
複写機について説明するが、本発明に係る画像形成装置としては、図示のものに限定され
ず、プリンタ、ファクシミリ装置、複合装置等々種々の装置に適用できる。 
　図１、図２を用いて複写機としての基本構成とその動作について説明する。
　図１は、本発明の実施の形態である画像形成装置の全体構成を示す断面図である。
　図２は、像担持体周りの構成を示す断面図である。
　画像形成装置１の下部に記録材としての用紙を収納する給紙カセット８１を配した給紙
装置８０を設け、その上方に作像部２を配置した構成となっている。作像部２は、像担持
体（以下、「感光体」と記す）１１Ｙ、１１Ｍ、１１Ｃ、１１Ｋ（以下、特に色を特定す
る必要がなければ感光体１１と言う。）を備えた複数の作像手段として４個の作像ユニッ
ト１０で、ここでは、プロセスカートリッジ１０の形態を成している。複数の支持ローラ
６５、６６に巻き掛けられた可撓性を有する無端ベルトにより構成した中間転写体として
の中間転写ベルト６１と、各感光体１１に潜像を形成する潜像形成装置である露光装置１
２と、用紙にトナー像を定着させる定着装置７０等とが設けてある。
　給紙カセット８１から定着装置７０までの間には、給紙カセット８１から用紙を１枚毎
に取り出す呼び出しローラ２１、転写装置６０にタイミングを計って用紙を送り出すレジ
ストローラ８３で用紙を搬送する搬送経路が形成されている。 
【００１２】
　中間転写ベルト６１の支持ローラ６５、６６の間は、このベルトの下部側ベルト走行辺
に相当している。中間転写ベルト６１には、支持ローラ６６と対向する部位に２次転写装
置となる２次転写ローラ６３を搬送経路に臨ませて配設し、支持ローラ６５と対向する部
位にベルト表面を清掃するベルトクリーニング装置６４が配設してある。 
　作像ユニット１０は、この下側走行辺に対向するように配置することで、中間転写ベル
ト６１の下方に配設してある。各作像ユニット１０は、中問転写ベルト６１に接する感光
体１１をそれぞれ備えている。各感光体１１の周りには、帯電ローラ２１を備える帯電装
置２０、現像スリーブ等を備える現像装置３０、クリーニングブレード４１を備えるクリ
ーニング装置４０がそれぞれ配置してある。各感光体１１が中間転写ベルト６１に接する
位置における中間転写ベルト６１の内側には、一次転写を行う転写装置６０としての一次
転写ローラ６２がそれぞれ設けてある。 
　なお、本例において、作像ユニット１０は、基本的には同一構造で構成してあり、一つ
の作像ユニット１０の構造のみ示してある。各作像ユニット１０において異なるのは、各
現像装置３０に収納してある現像剤としてのトナーの色が異なる点である。 
【００１３】
　本発明の画像形成装置１における露光装置１２は、図示しないが、光源（ＬＤ（レーザ
ダイオード））から発光したレーザ光束を集光レンズを通して第一結像系となるシリンダ
レンズによって、ポリゴンミラーの偏向反射面の近傍に線状に結像し、このポリゴンミラ
ーを回転することによって、レーザ光束を走査する。ポリゴンミラーによって偏向されて
走査させたレーザ光束は第二結像系となるｆθレンズによって主走査、副走査方向に所定
のスポット径に絞り込まれて感光体１１上を等速走査する。これによって、帯電している
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感光体１１上に不可視の静電潜像が形成される。また、ＬＤの電流値、発光時間によって
、レーザ光束の強度、直径等の大きさを制御している。これらによって、形成される静電
潜像の線幅、電位等が異なってくる。
　また、図２に示すように、本発明における画像形成装置１では、除電装置１３を設ける
。除電装置１３は、感光体１１の表面に光を照射して、感光体１１表面の電荷を除去する
。感光体１１が感度を有する光源に用いられているが、残留電荷を除去できるものであれ
ば他の光除電手段を適用することができる。ＬＥＤ、有機ＥＬ等を光源とする光除電装置
を用いることもできる。また、タングステン、モリブデン等の細線のワイヤーによる放電
チャージャでもよい。
【００１４】
　本発明の画像形成装置１における帯電装置２０は、帯電部材として導電性芯金の外側に
中抵抗の弾性層を被覆して構成される帯電ローラ２１を備える。帯電ローラ２１は、図示
しない電源に接続されており、所定の直流電圧（ＤＣ）及び／又は交流電圧（ＡＣ）が印
加される。このイオンを放電する帯電ローラ２１は、材質としては弾性樹脂ローラを用い
ている。また、帯電ローラ２１は電気抵抗の調整のために、カーボンブラック等の無機導
電材、イオン導電材を含有することがある。
　また、帯電ローラ２１は、感光体１１に対して微小な間隙をもって配設される。この微
小な間隙は、例えば、帯電ローラ２１の両端部の非画像形成領域に一定の厚みを有するス
ペーサ部材を巻き付けるなどして、スペーサ部材の表面を感光体１１表面に当接させるこ
とで、設定することができる。また、帯電ローラ２１は、感光体に近接させずに、接触さ
せても良い。ローラ形状であり、感光体１１に近接している部分で、放電して、感光体１
１を帯電させることができる。また、近接させて非接触にすることで、帯電ローラ２１の
転写残トナーによる汚れの発生を抑えることができる。また、帯電ローラ２１には、帯電
ローラ２１表面に接触してクリーニングする図示しない帯電クリーナローラが設けられて
いる。
【００１５】
　本発明の画像形成装置１における現像装置３０は、感光体１１と対向する位置に、図示
しないが内部に磁界発生手段を備える現像スリーブが配置されている。現像スリーブの下
方には、図示しないトナーボトルから投入されるトナーを現像剤と混合し、攪拌しながら
現像スリーブ３２へ汲み上げる機構を併せて有する攪拌・搬送スクリューが備えられてい
る。現像スリーブ３２によって搬送されるトナーと磁性キャリアからなる二成分現像剤は
、規制部材３３によって所定の現像剤層の厚みに規制され、現像スリーブ３２に担持され
る。現像スリーブは、感光体１１との対向位置において同方向に移動しながら、現像剤を
担持搬送し、トナーを感光体１１に供給する。このときに、現像スリーブ３３には、図示
しない出力手段である電源より現像バイアスが印加されている。本発明の画像形成装置１
におけるポジ－ポジ現像方式では、感光体１１上に、レーザ光で形成された静電潜像に対
して、トナーを供給できる程度の大きさの、トナーの電荷と同極性の現像バイアスを印加
する。
　また、未使用のトナーが収納された各色のトナーカートリッジが、着脱可能に感光体１
１上部の空間に収納される。図示しないモーノポンプやエアーポンプなどのトナー搬送手
段により、各現像装置３０に必要に応じトナーを供給するようになっている。消耗の多い
ブラックトナー用のトナーカートリッジを、特に大容量としておくことも可能である。
【００１６】
　さらに、この画像形成装置１には、感光体１１に潤滑剤を塗布する潤滑剤塗布装置５０
が設けられている。潤滑剤塗布装置５０は、固定されたケースに収容された固形潤滑剤５
２と、固形潤滑剤５２に接触して潤滑剤を削り取り、感光体１１に塗布するブラシローラ
５１とを備える。その他に、図示しないが、ブラシローラ５１で塗布された潤滑剤を均す
潤滑剤塗布ブレードを設けても良い。固形潤滑剤５２は、直方体状に形成されており、加
圧バネ５３によってブラシローラ側に付勢されている。固形潤滑剤５２はブラシローラ５
１によって削り取られ消耗し、経時的にその厚みが減少するが、加圧バネ５３で加圧され
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ているために常時ブラシローラに当接している。ブラシローラは、回転しながら削り取っ
た潤滑剤を感光体１１表面に塗布する。
　なお、同様の機能を有する潤滑剤塗布装置を中間転写ベルト６１に対して配設してもよ
い。
　上記潤滑剤としては、乾燥した固体疎水性潤滑剤を用いることが可能であり、ステアリ
ン酸亜鉛の他にも、ステアリン酸、オレイン酸、パルチミン酸等の脂肪酸基を有する金属
化合物なども使用できる。さらに、キャンデリラワックス、カルナウバワックス、ライス
ワックス、木ろう、オオバ油、みつろう、ラノリンなどのワックス等も使用できる。
　本発明の画像形成装置１は、潤滑剤塗布手段５０が配設されているが、図２では、クリ
ーニング装置４０内に潤滑剤塗布装置５０を配設しているが、独立して配設しても良い。
【００１７】
　クリーニング装置４０は、クリーニングブレード４１が感光体１１と当接・離間する機
構を備え、画像形成装置本体の制御部にて、任意に当接・離間させることができる。クリ
ーニングブレードをカウンタ方式で、感光体１１に当接し、これによって、感光体１１上
に残留するトナー、汚れとして付着している記録部材のタルク、カオリン、炭酸カルシウ
ム等の添剤を感光体１１から除去してクリーニングする。除去したトナー等は、廃トナー
回収コイル４２で、廃トナー回収経路４３を通して廃トナー回収容器４４に搬送し、貯留
する。
　さらに、この廃トナー回収容器４４には、この廃トナー回収容器４４内の廃トナー量を
検知するための廃トナー量検知手段４６が設けられている。これに関しては、後述する。
【００１８】
　転写装置６０は、トナー像が積層される中間転写ベルト６１、感光体１１上のトナー像
を中間転写ベルト６１に転写・積層させる一次転写ローラ６２、積層されたトナー像を記
録媒体６に転写する二次転写ローラ６３等を備えている。さらに、転写装置６０は、二次
転写ローラ６３に対向する部分で、中間転写ベルト６１の内側には、対向部材となる支持
ローラ６５３が対向するように設けている。
　中間転写ベルト６１を挟んで、各感光体１１と対向する位置には、感光体１１上に形成
されたトナー像を中間転写ベルト６１上に一次転写する一次転写ローラ６２がそれぞれ配
置されている。一次転写ローラ６２は、図示しない電源に接続されており、所定の直流電
圧（ＤＣ）及び／又は交流電圧（ＡＣ）が印加される。印加する電圧の極性としては、ト
ナーの電荷の極性とは逆の極性で、感光体１１から中間転写ベルト６１側に引き寄せ移行
させることで、一次転写する。また、この一次転写ローラ６２は電気抵抗の調整のために
、カーボンブラック等の無機導電材、イオン導電材を含有させ、半導電性にすることが好
ましい。一次転写ローラ６２の抵抗値が異なっていても転写効率はほとんど変わらないが
、画像面積比が異なると転写効率は大きく異なってくるため、安定して転写効率を維持で
きない。これは、転写ニップ部においてトナーが介在しない部分に電流が優先的に流れて
しまう結果、画像面積比が小さい場合には転写電圧値が低くなって転写に必要な電界が十
分得られなくなるためである。特に、一次転写ローラ６２の抵抗値が低い場合には転写部
に介在するトナーの抵抗値の影響が大きくなるため、一次転写ローラ６２の抵抗値が低い
場合ほど顕著になる。このように定電流制御を採用する場合には一次転写ローラ６２とし
て抵抗値の高いものを使用することが望まれるが、その抵抗値が５×１０８Ωを越えると
電流のリークによってトナー像を乱すおそれが強まる。
【００１９】
したがって、一次転写ローラの抵抗値は、１×１０５Ω以上５×１０８Ω以下の範囲内の
ものを用いるのが好ましい。トナーが介在しない部分に電流が優先的に流れてしまう現象
は、上述のトナー抵抗によるだけでなく、一次転写ローラ６２の中心に設けられている芯
金に印加される一次転写電圧と感光体１１との電位差が、トナーが現像されていない個所
の方がトナーが現像された個所よりも大きいために、より大きな電位差の方に転写電流が
流れ易いことにもよる。これは、トナー像が感光体１１の帯電極性と同じで、感光体１１
の像露光を受けて感光体電位が除電された個所にトナーが現像されることで感光体１１上
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にトナー像を形成する画像形成装置１の場合に発生する。トナー像の形成されていない個
所の感光体電位が高く、トナー像の形成された個所の感光体電位は低いが、転写電位は感
光体電位とは逆極性なので、一次転写電圧と感光体電位との差が、トナーが現像されてい
ない個所の方がトナーが現像された個所よりも大きくなる。この場合一次転写ローラ６２
の抵抗値は、望ましくは、５×１０７Ω以上５×１０８Ω以下の範囲内のものが好ましい
。
【００２０】
　また、中間転写ベルト６１に積層されたトナー像は、二次転写ローラ６３で記録部材に
二次転写される。二次転写ローラ６３には、一次転写ローラ６２と同様に、図示しない電
源に接続されており、所定の直流電圧（ＤＣ）及び／又は交流電圧（ＡＣ）が印加される
。印加する電圧の極性としては、トナーの電荷の極性とは逆の極性で、中間転写ベルト６
１から、搬送されてきた記録部材側に引き寄せ移行させることで、二次転写する。
　二次転写ローラ６３は、金属よりなる円筒状の芯金と、この芯金の外周面に形成された
弾性層と、この弾性層の外周面に形成された樹脂材料からなる表面層とから構成されてい
る。
　芯金を構成する金属としては、特に限定されるものではないが、例えば、ステンレス、
アルミニウムなどの金属材料が用いられる。芯金の上に形成される弾性層には一般的にゴ
ム材料が使用されゴム層となっている。これは、二次転写ローラ６３を変形させて二次転
写ニップ部を確保のために二次転写ローラ６３には弾性機能が要求されることに起因する
ものであり、ＪＩＳ－Ａ硬度で７０［°］以下が望ましい。
　また、二次転写ローラ６３のクリーニング手段としてクリーニングブレード２２を使用
しているため、弾性層が柔らかすぎると、クリーニングブレード２２の当接状態が不安定
となり適正なクリーニング角度が得られなくなる。よって、弾性層の硬度としてはＪＩＳ
－Ａ４０［°］以上が望ましい。
　また、二次転写ローラ６３が絶縁体ではトナー画像を記録体に転写するという機能が果
たしえないため、導電機能を付与された発泡樹脂剤で、厚さは２ｍｍ～１０ｍｍであるこ
とが好ましい。導電機能を付与する材料としては、カーボンブラックが分散されたＥＰＤ
ＭやＳｉゴム、またイオン導電機能を有するＮＢＲ、ウレタンゴム等を使用してもよい。
　弾性層に用いられる発泡樹脂剤の多くがトナーに対し化学的親和性が高く、摩擦係数が
大きいため、クリーニングブレード２２が接触している表面層に必要な機能としては、低
摩擦係数、トナー離型性が必要となることから、二次転写ローラ６３の表面層は、フッ素
樹脂系樹脂に抵抗制御材を加えて抵抗調整し用いられる。
　さらに、二次転写ローラ６３は、中間転写ベルト１０と接触して回転していることから
、中間転写ベルト１０と二次転写ローラ６３との間に微小な線速差が発生すると中間転写
ベルト１０の駆動に影響を与えてしまう。よって、中間転写ベルト１０とのすべり性（中
間転写ベルト１０との摩擦を少なくする）が二次転写ローラ６３の表面層には要求される
ため、表面層の最表面の摩擦係数０．４以下になるように設定することが望ましい。
　また、中間転写ベルト６１には、二次転写後の中間転写ベルト６１の表面をクリーニン
グする中間転写ベルトクリーニング装置６４が設けられている。
　また、支持ローラ６５３が中間転写ベルト６１と当接・離間する機構を備え、画像形成
装置１本体の制御部にて、任意に当接・離間させることができる。
【００２１】
　中間転写ベルト６１はＰＶＤＦ（フッ化ビニルデン）、ＥＴＦＥ（エチレン－四フッ化
エチレン共重合体）、ＰＩ（ポリイミド）、ＰＣ（ポリカーボネート）等を単層または複
数層に構成し、カーボンブラック等の導電性材料を分散させ、その体積抵抗率を１０８～
１０１２Ωｃｍ、かつ表面抵抗率を１０９～１０１３Ωｃｍの範囲となるよう調整されて
いる。なお、必要に応じ該中間転写ベルト６１の表面に離型層をコートしても良い。コー
トに用いる材料としては、ＥＴＦＥ（エチレン－四フッ化エチレン共重合体）、
ＰＴＦＥ（ポリ四フッ化エチレン）、ＰＶＤＦ（フッ化ビニルデン）、ＰＥＡ（パ－フル
オロアルコキシフッ素樹脂）、ＦＥＰ（四フッ化エチレン－六フッ化プロピレン共重合体
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）、ＰＶＦ（フッ化ビニル）等のフッ素樹脂が使用できるが、これに限定されるものでは
ない。
　なお、体積抵抗率および表面抵抗率の測定は高抵抗抵抗率計（三菱化学社製：ハイレス
タＩＰ）にＨＲＳプローブ（内側電極直径５．９ｍｍ，リング電極内径１１ｍｍ）を接続
し、中間転写ベルト６１の表裏に１００Ｖ（表面抵抗率は５００Ｖ）の電圧を印加して１
０秒後の測定値を用いた。
【００２２】
　このように構成した画像形成装置１は、４個の作像ユニット１０を中間転写ベルト６１
に対向させて設け、中間転写ベルト６１に順次各色のトナー像を重ねて転写するため、作
像手段が１つで４色の現像装置を持ち、中間転写ベルト上にトナー像を重ねて転写し、そ
の後用紙に転写する形式のものと比べて、作像時間を大幅に短縮する。また、画像形成装
置１の上部に積載部が構成してあるので、画像形成装置１から積載部が周囲に飛び出るこ
とがなく、設置面積や占有面積が小さくなる。
【００２３】
　一方、本発明の画像形成装置１に用いる感光体１１は、アモロファスシリコーン、セレ
ン等の金属、または、有機感光体であり、ここでは、有機感光体で説明する。有機感光体
（以下、単に「感光体」と記す。）１１としては、導電性支持体上に、フィラー分散した
樹脂層、電荷発生層及び電荷輸送層を有する感光層、その表面にフィラーを分散させた保
護層を有する。
　感光層は電荷発生物質と電荷輸送物質を含む単層構成の感光層でも構わないが、電荷発
生層と電荷輸送層で構成される積層型が感度、耐久性において優れている。
　電荷発生層（ＣＧＬ）は、電荷発生能を有する顔料を必要に応じてバインダー樹脂とと
もに適当な溶剤中にボールミル、アトライター、サンドミル、超音波などを用いて分散し
、これを導電性支持体上に塗布し、乾燥することにより形成される。結着樹脂としてはポ
リアミド、ポリウレタン、エポキシ樹脂、ポリケトン、ポリカーボネート、シリコーン樹
脂、アクリル樹脂、ポリビニルブチラール、ポリビニルホルマール、ポリビニルケトン、
ポリスチレン、ポリスルホン、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール、ポリアクリルアミド、ポ
リビニルベンザール、ポリエステル、フェノキシ樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体
、ポリ酢酸ビニル、ポリフェニレンオキシド、ポリアミド、ポリビニルピリジン、セルロ
ース系樹脂、カゼイン、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン等があげられる。
結着樹脂の量は、電荷発生物質１００質量部に対し０～５００質量部、好ましくは１０～
３００質量部が適当である。
　また、電荷輸送層（ＣＴＬ）は、電荷輸送物質及び結着樹脂を適当な溶剤に溶解ないし
分散し、これを電荷発生層上に塗布、乾燥することにより形成できる。電荷輸送物質には
、正孔輸送物質と電子輸送物質とがある。結着樹脂としてはポリスチレン、スチレン－ア
クリルニトリル共重合体、スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン－無水マレイン酸共
重合体、ポリエステル、ポリ塩化ビニル、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビ
ニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリアレート、フェノキシ樹脂、ポリカーボネート、酢酸セ
ルロース樹脂、エチルセルロース樹脂、ポリビニルブチラール、ポリビニルホルマール、
ポリビニルトルエン、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール、アクリル樹脂、シリコーン樹脂、
エポキシ樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、フェノール樹脂、アルキッド樹脂等の熱可
塑性または熱硬化性樹脂が挙げられる。
　また、保護層が感光層の上に設けられることもある。保護層を設け、耐久性を向上させ
ることによって、高感度で異常欠陥のない感光体１１を用いることができる。
　保護層に使用される材料としてはＡＢＳ樹脂、ＡＣＳ樹脂、オレフィン－ビニルモノマ
ー共重合体、塩素化ポリエーテル、アリル樹脂、フェノール樹脂、ポリアセタール、ポリ
アミド、ポリアミドイミド、ポリアクリレート、ポリアリルスルホン、ポリブチレン、ポ
リブチレンテレフタレート、ポリカーボネート、ポリアリレート、ポリエーテルスルホン
、ポリエチレン、ポリエチレンテレフタレート、ポリイミド、アクリル樹脂、ポリメチル
ベンテン、ポリプロピレン、ポリ塩化ビニリデン、エポキシ樹脂等の樹脂が挙げられる。
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中でも、ポリカーボネートもしくはポリアリレートが最も良好に使用できる。保護層には
その他、耐摩耗性を向上する目的でポリテトラフルオロエチレンのような弗素樹脂、シリ
コーン樹脂、及びこれらの樹脂に酸化チタン、酸化錫、チタン酸カリウム、シリカ等の無
機フィラー、また有機フィラーを分散したもの等を添加することができる。保護層中のフ
ィラー濃度は使用するフィラー種により、また感光体１１を使用する電子写真プロセス条
件によっても異なるが、保護層の最表層側において全固形分に対するフィラーの比で５質
量％以上、好ましくは１０質量％以上、５０質量％以下、好ましくは３０質量％以下程度
が良好である。
　また、導電性支持体と感光層との間に下引き層を設けることができる。下引き層は、樹
脂を主成分とするが、その上に感光層を溶剤で塗布することから、有機溶剤に対して耐溶
剤性の高い樹脂を用いることが好ましい。このような樹脂としては、ポリビニルアルコー
ル、カゼイン、ポリアクリル酸ナトリウム等の水溶性樹脂、共重合ナイロン、メトキシメ
チル化ナイロン等のアルコール可溶性樹脂、ポリウレタン、メラミン樹脂、フェノール樹
脂、アルキッド－メラミン樹脂、エポキシ樹脂等、三次元網目構造を形成する硬化型樹脂
等が挙げられる。また、下引き層にはモアレ防止、残留電位の低減等のために酸化チタン
、シリカ、アルミナ、酸化ジルコニウム、酸化スズ、酸化インジウム等で例示できる金属
酸化物の微粉末顔料を加えてもよい。
【００２４】
　この有機感光体１１は印刷を行うと表面が摩耗し、摩耗が進行すると、感光体１１の全
体の厚さが薄くなり、帯電する電位が初期の設定値と異なってくるために帯電電位が低く
なるなどの帯電不良、地肌汚れ等の異常画像が発生する。
　感光体表面から転写残トナーを除去する手段として、クリーニングブレード４１を用い
るクリーニング装置４０が一般的である。しかし、このクリーニングブレード４１は感光
体表面に押圧されており、感光体表面の摩耗要因のひとつとなっている。
　さらに、クリーニングブレード４１のエッジ部に滞留しているトナーが研磨剤として作
用する。よって、クリーニングブレード４１のエッジ部に入力されるトナー量が多くなる
と研磨作用が大きくなる。したがって、クリーニングブレード４１に入力される転写残ト
ナー量によって、大きく感光体表面の摩耗量が異なることがわかっており、転写残トナー
量が多いと摩耗量は大きくなり、転写残トナー量が少ないと摩耗量は小さくなる。
　転写残トナーは、感光体表面上のトナー像を転写装置６０によって転写され、転写しき
れずに感光体上に残ったトナーのことであるが、感光体１１から転写装置６０に転写され
るトナーの比率は一定であるために、転写残トナー量はユーザーが印刷する画像面積率で
決まる。
【００２５】
　そこで、感光体表面の摩耗は、画像面積と相関があることがわかっている。画像面積率
を振った条件で感光体１１の摩耗量を測定した。なお、ここで用いる感光体１１は、摩耗
の作用を明確にするために保護層を設けていない（以下、同様とする。）。
　リコー製imagio MP Ｃ2200画像形成装置を改造し、感光体をクリーニングするクリーニ
ング装置への転写残トナーの入力量を振るために画像面積率を振った画像を印刷し、２０
０００枚印刷をした感光体の摩耗評価を行った。
　評価条件は、以下の通りである。
　　　１）画像面積率　　２％　５％　２０％　５０％
　　　２）印刷条件　　　連続印刷
　　　３）印刷枚数　　　２００００枚
　　　４）感光体　　　　試作感光体Ａ　
　また、感光体摩耗測定方法は、ＦＩＳＣＨＥＲ社製のＦＩＳＣＨＥＲＳＣＯＰＥ・ｍｍ
ｓを用いて測定した。
　測定点は長手方向に２４点測定し、感光体１１の摩耗量は、感光体初期値との差分から
算出した。
【００２６】
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　この結果は、図３に示している。
　図３は、廃トナー量と感光体摩耗量との関係を示すグラフである。
　図３に示すように、このように画像面積率が大きくなって、それにつれて廃トナー量が
増えると、それに比例して、感光体の摩耗量も大きくなることがわかった。
　このように、転写残トナーは、廃トナーとして廃トナー回収容器４４に回収されるので
、クリーニング装置４０への入力トナー量とである廃トナー量と感光体１１の摩耗量には
相関がある。よって、廃トナー回収容器４４に回収された廃トナー量を検知することで、
感光体の摩耗量が判断できる。
【００２７】
　上述したように、転写残トナーは、ユーザーが印刷する画像面積率で決まるだけであれ
ば、画像形成装置１が印刷した画像情報を記憶することで、おおよその転写残トナー量を
予測することができる。
　しかし、タンデム型の画像形成装置１では、クリーニング装置４０に入力されるトナー
は、転写残トナーだけでなく、上流の現像装置３０の逆転写トナーも入力される。逆転写
とは、感光体１１等の像担持体に形成されたトナー像を、中間転写ベルト６１等の中間転
写体に順次転写し、中間転写体に複数色のトナー画像が形成されるタンデム型のカラー画
像形成装置１では、中間転写体の上流側の作像ユニット１０で一次転写されたトナーの一
部が、それより下流側の作像ユニット１０の像担持体に戻ってしまうというものであり、
混色や画像の乱れの、汚れ等の原因となる。
　すなわち、画像形成装置１が印刷した画像情報を積算しても、実際にクリーニング装置
４０に入力されるトナーは、各作像ユニット１０によっても異なるといえる。また、下流
の作像ユニット１０ほど実際のクリーニング装置４０へのトナー入力量は多くなる。
　また、中間転写ベルト６１上のトナーの重なりや周囲環境によっても、逆転写トナー量
は異なることから、予測することは困難である。そこで、各作像ユニット１０のクリーニ
ング装置４０に入力されたトナー量を直接確認することがもっとも誤差が少なくすること
ができる。
　クリーニング装置４０に入力されたトナーは、廃トナー回収容器に回収されることから
、この廃トナー量を検知することで、感光体１１の摩耗状態を予測することが可能となる
。廃トナー量検知手段４６から得られた廃トナー量の情報をもとにして、画像形成装置４
に設けられている、図示しない感光体摩耗量推定手段によって、感光体１１の摩耗量を推
定する。
【００２８】
　次に各作像ユニット１０の画像面積率を２０％として、２００００枚印刷したときの感
光体摩耗量を測定した。
　画像形成装置１として、リコー製imagio MP Ｃ2200画像形成装置を改造し、中間転写ベ
ルト６１の回転方向に対して上流側からイエロー作像ユニット１０Ｙ、マゼンタ作像ユニ
ット１０Ｍ、シアン作像ユニット１０Ｃ、ブラック作像ユニット１０Ｋとなっており、下
流側の作像ユニット１０ほど逆転写トナーの入力量が多くなる。すなわち、下流側の作像
ユニットほど感光体クリーニング装置４０への入力トナー量が多くなる。
　表１は、各作像ユニット１０の廃トナー量と感光体１１の摩耗量を示している。
【表１】

【００２９】
　図４は、各作像ユニットの廃トナー量とそれぞれの感光体の摩耗量を示すグラフである
。
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　また、図５は、作像ユニットの廃トナー量と感光体摩耗量との関係を示すグラフである
。
　図４に示すように、中間転写ベルト６１の上流側の作像ユニット１０で一次転写された
トナーの一部が、それより下流側の作像ユニット１０より多いことがわかる。結果的に、
最下流にあるブラックトナーの作像ユニット１０Ｋで回収された廃トナーが最も多くなっ
ている。
　また、図５では、図３に示したグラフと同様に、廃トナー量に比例して感光体１１の摩
耗量が増加していることがわかる。
　このように、各作像ユニット１０から排出された廃トナー量と感光体１１の摩耗量には
よい相関が得られた。
【００３０】
　また、実際にリコー製imagio MP Ｃ2200画像形成装置を改造し、各印刷枚数における廃
トナー量と感光体摩耗量を確認した。
　評価条件は、以下の通りである。
　評価条件
　　１）画像面積率　５％
　　２）印刷条件　　２枚／回
　　３）感光体　　　試作感光体Ａ
【００３１】
　表２は、作像ユニット１０の廃トナー量と感光体１１の摩耗量を示している。
 

【表２】

　図６は、作像ユニットの廃トナー量とそれぞれの感光体の摩耗量を示すグラフである。
　表２、図６の結果より、８００００枚印刷時に地肌汚れが発生しており、感光体の寿命
に達したといえる。よって、６００００枚までが安定して感光体の使用できる枚数とする
と、感光体寿命時の廃トナー量は１０５．２ｇになった場合となる。
【００３２】
　図７は、本発明の画像形成装置が用いる廃トナー量検知手段の構成を示す図である。
　図７に示すように、廃トナー回収容器４４に、廃トナー量検知手段４６として、発光部
４６１として発光素子（ＬＥＤと、受光部４６２として受光素子（フォトダイオード（Ｐ
Ｄ）又はフォトトランジスタ（ＰＴｒ））とを組み合わせている。そして、発光素子から
センサ光が発光され、それを受光素子で受光している。
　また、図７に示すように、廃トナー量を検知するために、廃トナー回収容器４４内を前
後もしくは左右に光が透過できる透明の透過窓４７を設け、その透過窓４７を透過できる
ように廃トナー回収容器４４の外部に発光部４６１と受光部４６２を配する。また、廃ト
ナー量検知手段４６は、複数の発光部４６１、受光部４６２、透過窓４７を設けておくこ
とで、各々の受光部４６２への光の受光有無によって、廃トナー回収容器４４内に回収さ
れた廃トナー量を検知することができる。
　また、廃トナー量検知手段４６による廃トナー回収容器４４内のトナー量の検知は、光
センサによる検知に限るものではなく、廃トナー回収容器４４の下に、圧力センサ、歪セ
ンサを設けることで、廃トナーの重量を測定してもよい。
【００３３】
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　廃トナー回収容器４４内の廃トナー量で感光体寿命と判定するために廃トナー量検知手
段４６で検知する必要がある。廃トナー回収容器４４内を前後もしくは左右に光が透過で
きる透明の透過窓４７を設け、その透過窓４７を透過できるように廃トナー回収容器４４
の外部に発光部４６１と受光部４６２とを配し、受光部４６２への光の受光有無によって
、廃トナーが廃トナー回収容器４４内で所定の量回収されたかを確認できる。
　上記の感光体寿命時の廃トナー量が、１０５．２ｇだとすると、廃トナーの嵩密度を０
．４ｇ／ｃｍ３であるので、廃トナーの体積は、１０５．２／０．４＝２６３ｃｍ３とな
る。例えば、廃トナー回収容器４４の底面積を１００ｃｍ２とすると、２６３／１００＝
２．６３ｃｍの高さになった時点で廃トナー量が感光体１１の寿命時となるので、その位
置に廃トナー量検知手段４６を設けるとよい。
　図８は、本発明の画像形成装置が用いる廃トナー量検知手段の動作を説明する図であり
、（ａ）は、廃トナーが廃トナー回収容器に無い状態であり、（ｂ）は受光部に光が届か
ない状態の図である。
　感光体１１の径や材料によっても摩耗速度は異なるので、画像形成装置１における感光
体摩耗速度と廃トナー量の関係を確認し、廃トナー量検知手段４６に感光体寿命時の廃ト
ナー量を検知できるように設定しておく必要がある。そこで、（ｂ）に示すように、（ａ
）の状態から、廃トナー回収容器４４に所定量の廃トナーが回収され、貯留されて、受光
部に光が届かない状態になったときに、感光体１１が異常画像を発生させる摩耗量に達し
たと判断する。
　したがって、本発明の画像形成装置１は、廃トナー量検知手段４６で、廃トナー量を検
知して、感光体１１の摩耗量を推定することができ、それにともなう感光体１１の寿命も
推定することができる。
【００３４】
　図９は、本発明のタンデム型画像形成装置が用いる廃トナー量検知手段の構成を示す図
である。
　各廃トナー回収容器４４Ｋ、４４Ｃ、４４Ｍ、４４Ｙは、各作像ユニット１０Ｋ、１０
Ｃ、１０Ｍ、１０Ｙからの廃トナーだけを回収するために、仕切りを設けているが、一体
でもよいし、別体でもよい。
　また、各廃トナー回収容器４４Ｋ、４４Ｃ、４４Ｍ、４４Ｙに回収された廃トナーを均
すために均し部材４８１を設け、外部に設けたギア４８２で均して、廃トナーの検知の精
度を向上させることができる。
【００３５】
　したがって、本発明の画像形成装置１では、廃トナー量検知手段４６で廃トナー回収容
器４４内の廃トナー量を検知して、画像形成の制御を変更するものである。画像形成のた
めには、上述したように、感光体１１の周囲に配置されている帯電装置２０、露光装置１
２、現像装置３０、除電装置１３および転写装置６０から少なくとも一つ以上の変更を行
う。
　図１０は、本発明の画像形成装置における制御を示すブロック図である。
　画像形成を行う感光体１１の周囲の帯電装置２０、露光装置１２、現像装置３０、除電
装置１３および転写装置６０の出力手段を制御する。廃トナー量検知手段４６の受光部４
６２からの信号を、画像形成装置１内の図示しない像担持体摩耗量推定手段で信号処理を
して、感光体の摩耗量を推定する。
　この感光体の摩耗量から、その摩耗量に応じて、帯電装置２０、露光装置１２、現像装
置３０、除電装置１３および転写装置６０を、一つ又は各々の的と運組み合わせで制御す
る。
【００３６】
　本発明の画像形成装置１では、感光体１１の推定した摩耗量に基づいて、帯電装置２０
に印加する電圧を変更する。
　感光体１１の電荷輸送層（ＣＴＬ）が薄くなると感光体１１の静電容量が大きくなりそ
のため帯電電位が低下したり感度が低下したりする。また、局部的な摩耗により、感光体
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　感光体１１の摩耗量に応じて地肌ポテンシャルを大きくすることで地肌汚れの発生を抑
制する。ここでいう地肌ポテンシャルとは、感光体表面の未露光部（白部）の帯電電位と
現像装置３０に印加する電圧差のことである。この値が大きくなるとトナーにとって感光
体１１から現像装置３０の方向に電界が働くことから地肌部へのトナーの移動を妨げるこ
とができるので、地肌汚れが改善される。
　したがって、帯電ローラ２１に印加されている直流電圧（ＤＣ）及び／又は交流電圧（
ＡＣ）を、帯電バイアス演算手段が感光体１１の推定した摩耗量に基づいて演算し、帯電
バイアス、帯電バイアスのうちのＡＣ電流値等を出力手段である電源を制御して、電圧及
び電流値を決定して直流電圧（ＤＣ）及び／又は交流電圧（ＡＣ）を印加する。
【００３７】
　改造したリコー製imagio MP Ｃ2200画像形成装置１を用いて、感光体１１の電荷輸送層
（ＣＴＬ）の膜厚と地肌汚れを確認した。
　ここでは、条件は以下の通りである。
　１．１）条件試作感光体Ａ
　　　２）ＣＴＬ厚　２６μｍ（初期膜厚相当）
　２．１）試作感光体Ｂ　
　　　２）ＣＴＬ厚　２１μｍ　　
　３．１）試作感光体Ｃ　
　　　２）ＣＴＬ厚　１９μｍ　　
　地肌ポテンシャルを振って感光体１１の上の地肌汚れを測定した。地肌汚れは感光体１
１上の白部を透明なテープを用いて感光体１１上の白部に付着したトナーを採取し、テー
プの画像濃度を測定した。
【００３８】
　図１１は、感光体のＣＴＬ厚と地肌汚れとの関係を示すグラフである。
　図１１に示すように、感光体初期の地肌ポテンシャルが１５０Ｖでは、ＣＴＬ厚１９μ
ｍ時に地肌汚れが悪化する。しかし、ＣＴＬ厚１９μｍでも地肌ポテンシャルを１８０Ｖ
にすると、地肌汚れが改善する。
　よって、感光体１１の摩耗量がある所定の摩耗量に達したときに地肌ポテンシャルを大
きくすることで地肌汚れを改善できる。地肌ポテンシャルを大きくする方法として、帯電
装置２０に印加するバイアスを大きくすることで感光体１１の帯電電位を大きくすること
で可能である。
【００３９】
　また、本発明の画像形成装置で１は、感光体１１に非接触又は近接に配設された帯電装
置２０に直流成分に交流成分を重畳したバイアスを印加する場合、感光体１１の推定した
摩耗量に基づいて、交流成分の電流目標値を変更する。
　感光体１１と帯電ローラ２１に微少なギャップを形成した方式は、帯電ローラ２１が感
光体１１に接していないことから、帯電ローラ２１の汚れに対して有効であり、帯電ロー
ラ２１の高寿命化が可能となる。しかし、感光体１１と帯電ローラ２１が近接状態では、
少しのギャップの変動も帯電の均一性に影響することから、感光体１１を一様に帯電させ
るためには、印加するバイアスは直流成分にＡＣ成分を重畳することが望ましい。帯電ロ
ーラ１１は、温度や湿度の影響を受け抵抗が変動することから定電流制御が望ましい。し
かし、感光体１１の膜厚が薄くなると同じ帯電電流値を得るためにはピークトゥピーク電
位が大きくなってしまう。
【００４０】
　改造したリコー製imagio MP Ｃ2200画像形成装置１を用いて、感光体１１のＣＴＬ厚と
帯電装置２０への交流成分とフィルミング発生状況を確認した。
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【表３】

　表３に示すように、この結果より、帯電装置２０への交流成分のピークトゥピーク電位
が大きくなると感光体１１がフィルミングしたり、異常放電による異常画像が発生する。
よって、感光体１１の膜厚が変動すると帯電装置２０の目標電流値の制御変更する必要が
ある。
【００４１】
　改造したリコー製imagio MP Ｃ2200画像形成装置１を用いて、感光体１１のＣＴＬ膜厚
と帯電の交流成分のピークトゥピーク電位が一定になる交流成分の電流目標値を振ったと
きの異常放電による異常画像の発生状況を確認した。
　なお、ここでの異常画像は、異常放電箇所が点状となるものである。
　ここでは、条件は以下の通りである。
　１．１）条件試作感光体Ａ
　　　２）ＣＴＬ厚　２６μｍ（初期膜厚相当）
　２．１）試作感光体Ｂ　
　　　２）ＣＴＬ厚　２１μｍ　　
　３．１）試作感光体Ｃ　
　　　２）ＣＴＬ厚　１９μｍ　　
【００４２】
【表４】

　表４に示すように、異常放電による異常画像は、帯電の交流成分のピークトゥピーク電
位と相関があり、帯電の交流成分のピークトゥピーク電位が２１８０Ｖｐ－ｐ以上となる
と発生する。よって、感光体１１の寿命時まで帯電の交流成分のピークトゥピーク電位が
２１８０Ｖｐ－ｐを越えないように制御する必要がある。よって、感光体１１の推定され
る摩耗量に応じて帯電の交流成分の電流の目標値の制御を変更する。
　ここで、例えば、帯電の交流成分の電流の目標値を、電荷輸送層（以下、「ＣＴＬ」と
記す。）厚さが２６μｍの時には７００μＡ、ＣＴＬ厚さが２１μｍの時には６５０μＡ
、ＣＴＬ厚さが１９μｍの時には６００μＡとなるように感光体の推定摩耗量に達したと
きに変更するようにすればよい。
　これは、実験から得られたパラメータを割り当てても良いし、演算装置で比例式に基づ
いて摩耗量に対して帯電の交流成分の電流の目標値を変更できるようにしてもよい。
【００４３】
　また、本発明の画像形成装置１では、感光体１１の推定した摩耗量に基づいて、露光装
置１２の出力を変更する。



(17) JP 2011-186176 A 2011.9.22

10

20

30

40

50

　感光体１１の膜厚が薄くなると露光後の電位が上昇する。露光後電位が上昇すると現像
に印加されているバイアスとの電位差が小さくなることから、現像能力が低下し画像濃度
が低下する。そこで、感光体１１の推定摩耗量に応じて、露光装置１２の出力を変更する
と、狙いの露光後電位にすることができ、狙いの画像濃度が得られる。
　改造したリコー製imagio MP Ｃ2200画像形成装置１を用いて、感光体１１のＣＴＬ膜厚
とレーザーの出力を一定にしたときの露光後電位の関係を確認した。
　ここでは、条件は以下の通りである。
　１．１）条件試作感光体Ａ
　　　２）ＣＴＬ厚　２６μｍ（初期膜厚相当）
　２．１）試作感光体Ｂ　
　　　２）ＣＴＬ厚　２１μｍ　　
　３．１）試作感光体Ｃ　
　　　２）ＣＴＬ厚　１９μｍ　　
　４．暗部電位　６００Ｖ
　その結果を、図１２に示す。
　図１２は、感光体のＣＴＬ膜厚と露光後電位との関係を示すグラフである。
　ここでは、ＣＴＬの厚さが２６μｍの時には、十分な露光量が得られているが、ＣＴＬ
厚が薄くなると露光後電位が上昇する。そこで、このように感光体１１の膜厚が薄くなる
と露光後電位が大きくなる。
　それぞれのＣＴＬ厚において、レーザーの出力を大きくすると露光後電位を下げること
ができる。
【００４４】
　また、ＣＴＬ厚２１μｍおよび１９μｍの感光体１１に対して、レーザーの出力を大き
くすることで、露光後電位をＣＴＬ層２６μｍ（初期膜厚相当）と同じ電位まで下げるこ
とができるか確認した。
　図１３は、レーザ光の出力を変更したときの、感光体のＣＴＬ膜厚と露光後電位との関
係を示すグラフである。
　これによって、現像に印加されているバイアスを変更することなく、トナーの現像にお
ける電位差を、感光体１１が摩耗しても一定にすることができる。したがって、感光体１
１の寿命時まで、露光装置１２におけるレーザ光の出力の制御を変更することで、画像濃
度を安定させることができる。
　これは、実験から得られたパラメータを割り当てても良いし、演算装置で計算式に基づ
いて摩耗量に対して露光装置１２の目標値の制御を変更できるようにしてもよい。
【００４５】
　本発明の画像形成装置１では、感光体１１の推定した摩耗量に基づいて、現像装置３０
に印加する電圧を変更する。　
　感光体１１の膜厚が薄くなると露光後電位が上昇する。露光後電位が上昇すると現像装
置３０に印加されているバイアスとの電位差が小さくなることから、現像装置３０におけ
る現像能力が低下し画像濃度が低下する。そこで、感光体１１の推定摩耗量に応じて、現
像装置３０に印加する電圧を大きくすることで、現像装置３０と感光体１１との露光後電
位の電位差を初期から一定とすることで感光体１１が摩耗しても画像濃度が一定にできる
。
　改造したリコー製imagio MP Ｃ2200画像形成装置１を用いて、感光体１１のＣＴＬ膜厚
と現像装置３０に印加するバイアスを一定にしたとき、ブラックのベタ部画像濃度の関係
を示す。
　ここでは、条件は以下の通りである。
　１．１）条件試作感光体Ａ
　　　２）ＣＴＬ厚　２６μｍ（初期膜厚相当）
　２．１）試作感光体Ｂ　
　　　２）ＣＴＬ厚　２１μｍ　　
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　３．１）試作感光体Ｃ　
　　　２）ＣＴＬ厚　１９μｍ　　
　４．暗部電位　６００Ｖ　
　　　計測器　X-rite　938
【表５】

　表５に示すように、感光体１１のＣＴＬ厚が薄くなるにつれて、同じ現像バイアスでも
画像濃度が低下している。
【００４６】
　このように、画像濃度は、１．４０以上を目標としているが、感光体１１のＣＴＬ厚が
２１μｍ以下では、１．４０以下となってしまう。しかし、ＣＴＬ厚２１μｍ、１９μｍ
の時に、現像装置３０に印加するバイアスを、それぞれ５００Ｖ、５５０Ｖと大きくする
。
【表６】

　表６に示すように、現像に必要な電位差が得られることから、目標の画像濃度１．４０
異常とすることができる。これは、実験から得られたパラメータを割り当てても良いし、
演算装置で比例式に基づいて摩耗量に対して、現像装置３０における現像バイアスの制御
を変更できるようにしてもよい。
【００４７】
　また、本発明の画像形成装置１では、感光体１１の推定した摩耗量に基づいて、クリー
ニング装置４０の下流に配設される除電装置１３への条件を変更する。
　感光体１１の膜厚が薄くなると、露光装置１２によって感光体１１に書き込まれて、現
像された部分が感光体１１の一周後に画像が現れる残像という現象が発生する。感光体１
１が露光装置１２によって書き込まれた部分が転写装置６０を通過後には転写バイアスに
よって、感光体１１にはプラスの電荷が残ってしまい、その部分が次の帯電装置２０によ
って帯電されても、レーザ光で露光された露光部の電位は少し低い状態となってしまって
いる。よって、その電位差が画像として現れてしまう。除電装置１３を用いることで転写
後の感光体上を除電することができ、次の帯電で一様に帯電することができるので、残像
は改善される。
　しかし、感光体１１の膜厚が薄くなると、初期の使用時間の短い感光体１１に合わせて
設定した除電装置１３の設定条件では不十分となってしまい、感光体１１上には電位差が
残ったままとなってしまう。そこで、感光体１１の摩耗量に応じて、初期の使用時間の短
い感光体１１より除電装置１３の設定条件における除電能力を高くすることで、寿命時ま
で残像のない安定した画像が得られる。
【００４８】
　改造したリコー製imagio MP Ｃ2200画像形成装置１を用いて、感光体１１のＣＴＬ厚と
残像の発生状況を除電装置の条件を振った結果を表７に示す。
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　今回は、除電装置１３に除電ランプを用いた。除電ランプの照度変更する方法として、
入力電流を変更した。
　ここでは、条件は以下の通りである。
　１．除電ランプ仕様
　　　　　ピーク波長：６６０±２０ｎｍ
　　　　　照度　　　：２７～１２０ｍＷ／ｍ２

　　　　　感光体試作感光体Ａ　ＣＴＬ厚　２６μｍ（初期膜厚相当）
　　　　　試作感光体Ｂ　ＣＴＬ厚　２１μｍ
　　　　　試作感光体Ｃ　ＣＴＬ厚　１９μｍ
　　　　　暗部電位　　６００Ｖ
【００４９】
【表７】

　表７に示すように、感光体膜厚が薄くなると残像を改善するための除電ランプ１３の入
力電流を大きくする必要がある。よって、感光体１１の推定摩耗量に応じて、除電ランプ
１３の入力電流を大きくすることで、残像のない安定した画像を得ることができる。
　これは、実験から得られたパラメータを割り当てても良いし、演算装置で比例式に基づ
いて摩耗量に対して除電装置１３に印加する電圧を制御を変更することができるようにし
てもよい。除電装置１３としては、除電ランプの他にチャージャでもよい。
【００５０】
　次に、画像形成動作について説明する。
　画像形成動作が開始すると、最初に、廃トナー量検知手段４６が動作を開始し、廃トナ
ー収納容器４４内の廃トナーの量を検知する。このときに、廃トナー量を検知して、感光
体１１の摩耗量を推定する。この推定した摩耗量が、画像形成の条件を変更する必要がな
い場合は、以下の画像形成動作を開始する。
　各作像ユニット１０の感光体１１を図示しない駆動装置によって時計方向に回転駆動し
、各感光体１１の表面を帯電ローラ２１によって所定の極性に一様に帯電させる。帯電し
た各感光体１１の表面には、露光装置１２からレーザ光Ｌをそれぞれ照射し、それぞれの
表面に静電潜像を形成する。このとき、例えば、原稿を読み取る読取装置３で読み取った
画像を演算装置にて、各感光体１１に露光する画像情報は所望のフルカラー画像をイエロ
ー、シアン、マゼンタ及びブラックの色情報に分解した単色の画像情報である。このよう
に形成した静電潜像は、各感光体１１と現像装置３０の間を通るとき、各現像装置３０に
収納したトナーによってトナー像として可視像化する。 
　中間転写ベルト６１を巻き掛けた複数の支持ローラ６５、６６のうち１つのローラを、
図示していない駆動装置によって反時計方向に回転駆動し、これにより中間転写ベルト６
１を走行駆動し、他のローラを従動回転させる。このように走行する中間転写ベルト６１
には、各作像ユニット１０で形成した各色のトナー像が一次転写ローラ６２によって順次
重ねて転写され、中問転写ベルト６１の表面にはフルカラーのトナー像が担持される。 
　トナー像を転写した後の各感光体１１の表面に付着する残留トナーは、クリーニング装
置４０によって各感光体１１表面から除去し、感光体１１の表面を図示しない除電装置に
よって除電し、表面電位を初期化して次の画像形成に備えさせる。 
　一方、給紙トレイ８１から給紙した用紙を搬送経路へ送り込み、二次転写ローラ６３よ
りも給紙側に配設したレジストローラ対８３によって給紙タイミングをとってローラ６６
と二次転写ローラ６６とのニップ部に給送する。このとき二次転写ローラ６６には、中問
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転写ベルト６１表面のトナー像のトナー帯電極性と逆極性の転写電圧を印加し、これによ
って中間転写ベルト６１の表面のトナー像を用紙上に一括して転写する。トナー像の転写
を受けた用紙を定着装置７０へと搬送し、定着装置７０を通過させる際に熱と圧を加え、
トナー像を溶融させて定着させる。そして、トナー像が定着した用紙、すなわちプリント
済みの用紙は、画像形成装置１の上部寄りに設けた搬送経路の終端に位置する排出ローラ
８４へと搬送し、画像形成装置１の上部に構成した積載部へと排出する。トナー像を用紙
に転写した後の中間転写ベルト６１上に残留したトナーはベルトクリーニング装置６４よ
り除去され、クリーニングされる。 
【００５１】
　一方、この推定した摩耗量が、画像形成の条件を変更する必要があると判断した場合は
、画像形成装置１内の制御手段で、帯電装置２０、現像装置３０、露光装置１２や除電装
置１３を感光体１１の摩耗量に応じて最適な条件を判断し制御を変更して、画像形成動作
を行う。このときに、どの装置の制御を変更するかは適宜決定することができる。
　なお、以上の説明は、用紙上にフルカラー画像を形成するときの画像形成動作であるが
、作像部２の作像ユニット１０のいずれか１つを使用して単色画像を形成したり、２色ま
たは３色の画像を形成したりすることもある。また、本形態の画像形成装置１を用いてモ
ノクロ印刷をする場合には、ブラックの作像ユニット１０の感光体１１Ｋ上にのみ静電潜
像を形成して、中間転写装置６０によって用紙に転写し、定着装置７０で定着すればよい
。 
　また、作像ユニット１０は、いわゆるプロセスカートリッジとし、感光体１１、現像装
置３０、クリーニング装置４０、帯電装置２０が一体としてある。 
【００５２】
　このように、本発明の画像形成装置１では、感光体１１の膜厚が薄くなることで、画像
濃度が薄くなり、残像や帯電装置による異常放電による異常画像が発生しやすくなる。こ
れらの不具合を改善するためには、それぞれの不具合に対して、帯電装置２０、現像装置
３０、露光装置１２や除電装置１３を感光体１１の摩耗量に応じて最適な条件を判断し、
感光体１１の膜厚が摩耗して、寿命時まで総合的に安定した画像を提供することができる
。
【符号の説明】
【００５３】
１　画像形成装置
２　作像部
３　読取装置
１０　作像ユニット／プロセスカートリッジ
１１　感光体
１２　露光装置
１３　除電チャージャー
２０　帯電装置
　２１　帯電ローラ
３０　現像装置
　３１　トナー補給ユニット
　３２　現像スリーブ
　３３　規制部材
４０　クリーニング装置
　４１　クリーニングブレード
　４２　回収ローラ
　４３　廃トナー回収経路
　４４　廃トナー回収容器
　４５　廃トナー排出口
４６　廃トナー量検知手段
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　　４６１　発光部
　　４６２　受光部
　４７　透過窓
　４８１　均し部材
　４８２　ギア
５０　潤滑剤塗布手段
　５１　ブラシ状ローラ
　５２　固形潤滑剤
　５３　圧縮バネ
６０　転写装置
　６１　中間転写ベルト
　６２　一次転写ローラ
　６３　二次転写ローラ
　６４　ベルトクリーニング装置
　６５、６６　支持ローラ
７０　定着装置
８０　給紙装置
　８１　給紙カセット
　８２　給紙ローラ
　８３　レジストローラ
　８４　排紙ローラ
【先行技術文献】
【特許文献】
【００５４】
【特許文献１】特開平０８－２２０９３５号公報
【特許文献２】特開２００５－２６６０５６号公報
【特許文献３】特開平１０－１６１４８７号公報
【特許文献４】特開２００８－１０７５７１号公報
【特許文献５】特開２００６－２６７９７２号公報
【特許文献６】特開２００４－１０１８３７号公報
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